
１．総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(参考)

(注)　人件費には町長や副町長など特別職に支給される給料や手当、町議会議員や各種委員会報酬等

　　を含んでいます。

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

(注) １　職員手当には退職手当を含んでいません。

　　 ２　職員数は平成22年４月１日現在の人数です。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

(注)１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を

　　　示す指数です。

　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

　　　したものです。

２．一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在）

22 年 度
人 千円

243,700円 309,200円 356,400円 390,100円 

238 

135,600円 

１ 級

１ 号 給 の
給 料 月 額

最 高 号 給 の
給 料 月 額

(参考)
類 似 団 体 平 均

一人当たり給与費

千円

４ 級 ５ 級

222,900円 

区 分

22 年 度

職 員 数

Ａ

区 分

人

18,808 

人口

給 与 費

串本町の給与・定員管理等について

(22年度末)

住 民 基 本 台 帳

Ｂ／Ａ

歳 出 額

Ａ

191,373 

21年度人件費率

実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率

Ｂ

計 給 与 費

％

17.9　19.3　

一 人 当 た り

千円 千円 千円 ％

10,529,651 2,036,982 

千円

402,500円 

職 員 手 当 期末・

Ｂ／Ａ

給 料

勤勉手当 Ｂ

２ 級 ３ 級

千円 千円 千円

899,801 

185,800円 261,900円 289,200円 

5,733　5,679 126,912 324,844 1,351,557 

18年度

93.1

18年度

94.5 18年度

93.5

23年度

93.9

23年度

96.3 23年度

95.3

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

串本町 類似団体平均 全国町村平均
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３．職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）

 ① 一般行政職

 ② 技能労務職

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

※　技能労務の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に

　一致しているものではありません。

※　年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したも

　のに、公務員においては前年度に支給された期末･勤勉手当、民間においては前年に支給された年間

　賞与の額を加えた試算値です。

● 現状

　技能労務職員(用務員、ボイラー技師等)の給料は行政職給料表(一)を適用し、諸手当も一般行

政職と同様に該当する職員に対し支給されます。また､毎年1月1日を昇給日とし、前1年間の勤務

成績に応じ4号給(55歳を超える者は2号給)を標準として昇給します。技能労務職員のうち用務員

の平均給料月額は民間と比べ1.19倍、年収ベースでは1.36倍高くなっています。

● 基本的な考え方

　技能労務職員の給与については、国の通知において、民間の同一又は類似の職種に従事する人

との均衡に一層留意することとされており、これを踏まえ、給与の抑制を図るとともに、退職等

により業務に支障が生じる場合は、民間委託又は臨時職員採用により対応することとし、正規職

員の新規採用を行わないこととしています。

● 具体的な取組内容

　用務員は原則として給料表の１級及び２級のみで運用することにより給与費を抑制しています。

　なお、技能労務職員のうち、用務員の退職年度は次のようになっています。

1人 0人

334,709円 

397,723円 

1人

351,123円 

平均給与月額平均給料月額 平均給与月額平均年齢

42.8歳 412,144円 338,161円 
312,300円 370,791円 

48.3歳 13人

48.3歳 

327,205円 

国

242,100円 
362,626円 

43.1歳 

平均給与月額

(Ａ)

－　　

－　　9人

7人0人

8人

定年等退職者数

(Ｃ) (Ｄ)(Ｂ)

25年度以降23年度22年度

－　　

21年度

【技能労務職員の給与等の見直しに向けた取組方針】

3,689人49.5歳 

区 分

1人

－　　

用務員

対応する民間

12人

類 似 団 体

8人

311,840円 

Ａ／Ｂ 公 務 員

287,269円 

参 考

－　

3,942,100円 

373,584円 

377,923円 

職 員 数 平均給与月額

283,862円 

250,500円 

380,783円 338,967円 
237,900円 248,813円 

265,855円 

42.3歳 

42.8歳 

323,344円 

公 務 員

(国ベース)

平均給料月額

区 分

串 本 町

和 歌 山 県

国

区 分

281人

類 似 団 体

8人
48.8歳 9人

平均年齢

50.3歳 和 歌 山 県

(国ベース)

300,179円 

(注)
類似団体の職員数
は、平均職員数で
す。

259,411円 

321,662円 

う ち 用 務 員

串 本 町

Ｃ／Ｄ

民 間

平均給与月額平均年齢

の 類 似 職 種 民 間

年 収 ベ ー ス ( 試 算 値 ) の 比 較

－　　

1.19
－ 

209,700円 

4月1日在職者数

う ち 用 務 員

19年度 20年度

53.8歳 
串 本 町 － 

1.34
－　　 －　　

2,943,200円 

24年度

11人

2人

11人
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 ③ 教育職

 ④ 消防職

(注)１　｢平均給料月額｣とは、平成23年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　２　｢平均給与月額｣とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤

　　　務手当などのすべての諸手当（期末・勤勉手当及び退職手当を除きます。）の額を合計したも

　　　ものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　また、｢平均給与月額（国ベース）｣は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特勤

　　　勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算し

　　　たものです。

(2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

(注)　該当する経験年数の職員がいない場合は経験年数が近い職員の給料月額を参考に算出しました。

大 学 卒 172,200 円 

経験年数15年

串 本 町 45.6歳 325,900円 
和 歌 山 県 46.3歳 389,456円 

294,600 円 252,450 円 

－　　－　　高 校 卒

218,400 円 

教 育 職 －　　 －　　

302,075 円 

330,934円 

平均給料月額

247,825 円 

141,900 円 

172,200 円 

－　　

289,275 円 239,475 円 

経験年数10年

204,400 円 

327,000 円 

152,800 円 －　　

－　　

経験年数20年

－　　

平均給料月額
区 分

平均給与月額平均年齢

短 大 卒

140,100 円 

431,109円 
345,991円 

平均給与月額区 分 平均年齢

172,200 円 

串 本 町

178,800 円 

消 防 職

教 育 職

140,100 円 

154,900 円 
大 学 卒 －　　

384,994円 320,700円 

国

385,673円 315,724円 

－　　

技 能 労 務 職

144,500 円 140,100 円 

－　　

高 校 卒

高 校 卒

大 学 卒

技 能 労 務 職

一 般 行 政 職 大 学 卒

高 校 卒

高 校 卒

短 大 卒

消 防 職

42.3歳 310,533円 

44.4歳 

区 分

一 般 行 政 職

高 校 卒 140,100 円 

類 似 団 体

172,200 円 

類 似 団 体

和 歌 山 県

42.5歳 

区 分 串 本 町

199,700 円 

233,000 円 

－　　

平均給与月額

(国ベース)

344,121円 
348,431円 
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４．一般行政職の級別職員等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

(注)１　串本町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

 勤務成績の評定を基本に、人材育成、組織の士気高揚をめざした人事評価制度の構築に向けて

 試行を行っており、懲戒処分者を除き昇給は一律(標準)としています。

18.3 ％ 

構 成 比

25.4 ％ 

13 人 10.3 ％ 

参事、課長、主幹 23 人 

標 準 的 な 職 務 内 容 職 員 数

１ 級

副課長、専門員 32 人 

主査２ 級

３ 級 主任、主査 39 人 

５ 級

区 分

４ 級

15.1 ％ 19 人 

31.0 ％ 

主事、技師

1級; 10.3% 1級; 8.5%

2級; 15.1% 2級; 14.6%
2級; 13.0%

3級; 31.0%
3級; 27.7% 3級; 20.1%

4級; 25.4%
4級; 26.2%

4級; 24.7%

5級; 18.3% 5級; 23.1%

1級; 13.6%

5級; 28.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成23年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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５．職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

(注)　(　)内は再任用職員に係る支給割合です。

 【参考】 勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

 勤務成績の評定を基本に、人材育成、組織の士気高揚をめざした人事評価制度の構築に向けて

 試行を行っており、成績率は一律(標準)としています。

(2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）

(支給率) (支給率)

勤続20年 勤続20年

勤続25年 勤続25年

勤続35年 勤続35年

最高限度額 最高限度額

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2％～20％) (2％～20％)

1人当たり平均支給額

(注)　退職手当の１人当たりの平均支給額は、平成22年度に退職した職員に支給された平均額です。

(3) 地域手当（平成２３年４月１日現在）

千円

円

支 給 実 績 （ 平 成 22 年 度 決 算 )

支 給 職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 22 年 度 決 算 )

59.28月分

85,442

59.28月分59.28月分

47.50月分 59.28月分 47.50月分 59.28月分

59.28月分

23.50月分 30.55月分 23.50月分 30.55月分

自己都合

10～20％

串 本 町 国

・管理職加算 10～25％・管理職加算 なし ・管理職加算

41.34月分

勧奨･定年

3,741千円 

33.50月分

自己都合

24,790千円 

41.34月分33.50月分

勧奨･定年

加算措置 加算措置 加算措置

・役職加算 5～10％ ・役職加算 5～20％ ・役職加算

月分

5～20％

(加算措置の状況) (加算措置の状況) (加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による

月分

月分 月分月分 月分( － ) 月分 ( － ) 月分

 2.60 月分 1.35  2.60 月分 1.35 月分 1.35 2.60 月分

勤勉手当

和 歌 山 県 国

１人当たり平均支給額(22年度)
－

期末手当 勤勉手当期末手当

2 人 3.0 ％ 

串 本 町

和歌山市

期末手当

国の制度(支給率)

1,600 千円 

(22年度支給割合)

勤勉手当

支 給 対 象 職 員 数支 給 対 象 地 域

(22年度支給割合) (22年度支給割合)

1,340 千円 

１人当たり平均支給額(22年度)

171

支 給 率

3.0 ％ 
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(4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

支給実績(22年度決算) 千円

支給職員1人当たり平均支給年額(22年度決算) 円

職員全体に占める手当支給職員の割合(22年度) ％

手当の種類(手当数)

(5) 時間外勤務手当

医師　月額300,000円以内
助産師　月額45,000円以内

和歌山県派遣消防職員 防災ヘリコプター搭乗業務

隔日勤務業務 月額　3,000円

診療所における診療業務

放射線技師　月額90,000円以内
臨床検査技師　月額90,000円以
内

・医師
・医療職給料表の適用を受け
る職員で、顕著な業績等を有
する者として採用された職員

消防職員隔日勤務手当

医学研究手当

夜間看護手当

航空隊手当

・救急及び消火業務
・直腸透視介助業務
・放射線取扱業務
・細菌検査業務

医師

危険手当
（消防危険手当）
（透視介助手当）
（放射線取扱手当）
（細菌検査等手当）

・消防職員
・看護師､准看護師
・放射線技師
・臨床検査技師

特殊作業手当

手 当 の 名 称

42,490 千円 

支給職員1人当たり平均支給年額(22年度決算)

地域特別手当

・感染症防疫作業等に従事し
た職員
・行路病死人、変死人等の収
容護送等に従事した職員
・火葬業務に従事した職員
・救急救命士等
・看護師、准看護師

主 な 支 給 対 象 業 務主 な 支 給 対 象 職 員

39

13

・感染症患者等の移送等又は
付着物等の取扱又は消毒業務
・行路病死人、変死人等の収容
護送業務
・火葬業務
・救急救命業務
・死体を取り扱う業務

看護師、准看護師

保健事業（健康診断、予防接
種）に関する業務

日額　30,000円

月額　30,000円

正規の勤務時間による勤務の
一部又は全部が深夜において
行われる看護等の業務

・医師　　　　月額　350,000円
・医師以外　月額　100,000円

1回　2,600円

左記職員に対する支給単価

分娩業務

地域医療業務

日額　1,000円

1体　1,000円

1体　2,000円
1回　300円
一般患者 1回　250円
結核・伝染病患者 1回　500円

医学研究業務 院長 月額160,000円、
副院長 月額150,000円、
診療科医長 月額100,000円、
医員 月額70,000円

僻地診療手当 医師

94,038

分娩等手当 産婦人科医師
助産師

月額　3,500円
1回　150円
月額　3,000円
月額　3,000円

652,315

健診等手当 医師

・放射線技師
・臨床検査技師

医療技術職員手当 ・放射線技師の業務
・臨床検査技師の業務

173,607 円 

支給実績(22年度決算)

日額　30,000円
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(6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）

(22年度決算)

257,288 円 13,382千円

290,745 円 

国 の 制 度 支 給 実 績

と 異 な る

49,290千円 223,275 円 

(22年度決算)内 容

支 給 職 員 1 人
当 た り
平均支給年額

29,947千円

0千円

0 円 

2,672千円

17,551千円 62,684 円 

47,721 円 

0千円

115,551 円 

宿日直手当

0千円初 任 給
調 整 手 当

異 な る

手 当 名

と の 異 同

同 じ

同 じ

同 じ

国の制度

同 じ

同 じ

管理職が臨時又は緊急の必要その他公務
の運営の必要により週休日または休日に
勤務をした場合 勤務1回につき8,000円(6
時間を超える場合100分の150)

午後10時から午前5時までの間の正規の
勤務 勤務1時間当たりの給与額に100分の
25を乗じて得た額

13,585千円 266,369 円 

12,382千円

勤務1回につき
6,000円～
12,000円(6時間
を超える場合
100分の150)

異 な る

給与月額に次に掲げる率を乗じて得た額
参事・課長相当職 100分の6、主幹 100分
の4、副課長相当職 100分の2、病院の院
長100分の30、同副院長100分の25、同診
療科医長100分の15、同医員100分の10
＊(　)は減額前の率です。

同 じ

管理職手当

通勤距離が片道2km以上の職員に支給。
・交通機関等利用者　運賃相当額(最高
55,000円)
・自動車等交通用具使用者　通勤距離に
応じた月額(2,000円～24,500円)を支給

通 勤 手 当

単 身 赴 任
手 当

休 日 勤 務
手 当

僻 地 手 当

同 じ

1回につき 4,200円（ただし12月29日～1月3
日は1.5を乗じた額（6,300円)を支給）
医師　1回20,000円

夜 間 勤 務
手 当

勤務1時間当たりの給与額に100分の135を
乗じて得た額

和歌山県防災ヘリコプターに搭乗し、救急
救助、消火活動、防災活動等に従事させる
ため、和歌山県に派遣されることにより、同
居していた配偶者と別居し、単身で生活す
ることを常況とする職員に月額23,000円を
支給

医療職給料表(1)の適用を受ける職員のう
ち、1級及び2級の職員に月額150,000円を
支給

0 円 

24,380千円 162,486 円 

内 容 及 び 支 給 単 価

借家 最高27,000円

医療職給料表(1)の適用を受ける職員のう
ち、1級及び2級の職員に月額306,900円を
支給

管理職員特
別勤務手当

配偶者13,000円、配偶者以外の扶養親族
6,500円(そのうち1人については、配偶者が
いない場合11,000円）、満16歳から22歳ま
での子5,000円加算

扶 養 手 当

住 居 手 当

宿日直勤務を
した場合1回
4,200円

0 円 
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６．特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

 円  円  円
(  円 )

 円  円  円
(  円 )

 円  円  円
(  円 )

 円  円  円
(  円 )

 円  円  円
(  円 )

 円  円  円
(  円 )

(22年度支給割合)

加算 給料月額の35％

(22年度支給割合)

加算 報酬月額の10％

(算定方式)

(注)１　給料及び報酬の（　）内は減額措置を行う前の金額です。

　　２　退職手当の「１期の手当額」は４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年

　　　＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

505,000

任 期 毎

(支給時期)(１期の手当額)

／

／

／

副 町 長

収 入 役 － －

任 期 毎
100

11,040千円

報

酬

－　

345,000

町 長

420,000

215,000

270,000

副 町 長

議 員

議 長

収 入 役

給

料

448,000

期

末

手

当

854,000

2.60 月分

2.60 月分

25.8

－　
230,000

158,000

／ 180,000
－　

200,000

－　

議 員

副 議 長

備 考

－

－　

町 長

360,000

5,548千円退職の日の給料月額×在職月数×

退職の日の給料月額×在職月数×
43.3

100

退

職

手

当

収 入 役

副 町 長

－　

区 分 給 料 月 額 等

531,200

議 長

副 議 長

－　

町 長

　　　－ ／

710,000 448,000

　　－

(参考)　類似団体における最高／最低

／
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７．職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

人口1万人当たり職員数

(類似団体の人口1万人当たりの職員数 )

人口1万人当たり職員数

(類似団体の人口1万人当たりの職員数 )

人口1万当たり職員数

(注)１　職員数は、一般職に属する職員数です。

　　２　教育部門職員数には、教育長１人を含みます。

　　３　水道職員数には、簡易水道職員数を含みます。

　　４　[　]内は、条例定数です。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）

(各年４月１日現在、単位：人）

0

<参考>

87.96 人

54
人

43
職員数

1 5

▲7　

人 人

48歳

32 48 3763

合 計
388　

[ 490 ]

人

21 4234

区 分

20歳

31歳23歳

～～～

未満

人 人 人人 人 人 人

381　

～

55歳

～

51歳

2病院事務統合

59歳

～～

[ 0 ]

～

[ 490 ]

380
人 人

以上

～

47歳

<参考>

～

60歳44歳

計

52歳 56歳

　
会

計

部

門

公

営

企

業

等

1　
そ の 他 11　 11　

147　計

水 道

149　

病 院 123　

消防部門 58　

小 計

土 木

教育部門 37　

27歳

32歳20歳

122　
13　

下 水 道 1　
0　

12　

計 239　

巡回業務委託化

0　

124.42 人

▲1　
▲1　

14　

13　

234　 ▲5　

0　58　
36　 ▲1　 用務員退職を非常勤職員で補充

総 務

事務事業充実

▲4　
<参考>

67.32 人

1　

74.44 人140　

機構改革に伴う減、新病院建設体制減

商 工 6　
農林水産 9　

21　

税 務 13　

衛 生

0　

1　

12　

対 前 年
増 減 数

主 な 増 減 理 由

一
般
行
政
部
門

▲1　 和歌山県派遣終了

一部事務組合派遣終了

育児休業

一部事務組合派遣終了

▲1　
普

通

会

計

部

門

民 生

18　 ▲3　
▲1　

▲2　

202.57 人

38　 0　

41　42　

39歳35歳 43歳

5　

36歳 40歳28歳24歳

9　

38　
3　 4　

　　　　　　　　　区　分
 部　門

職 員 数

平成22年 平成23年

144　

議 会

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60以上

構成比

５年前

％

構　成　比
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(3) 職員数の推移

(単位：人、％)

(注)１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

　　２　教育部門職員数には、教育長１人を含みます。

▲30 149　

423　 398　 394　

147　

383　 381　

234　

63　 58　

▲24 152　 148　

58　 ▲5 

▲29 

▲9 

平成18年

164　

63　

177　

246　 239　

155　

平成23年

140　

平成22年

62　 60　

平成21年

40　 38　 37　

(▲14.6)

(▲7.9)

234　

(▲13.4)▲59 

(▲20.0)

(▲16.9)

(▲11.0)

一 般 行 政

総 合 計

教 育

消 防

普 通 会 計 計

公営企業等会計計

　　　　　　　　　区　分
 部　門

440　

平成20年

263　

169　 152　

平成19年

254　

45　 41　

159　

36　

144　

過去５年間の
増減数   (率)
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８．公営企業職員の状況

水道事業

 ① 職員給与費の状況

ア 決算

(注) １　職員手当には退職給与金を含んでいません。

　　 ２　職員数は平成23年３月３１日現在の人数です。

 ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２３年４月１日現在）

(注）１　基本給は給料及び扶養手当の合算額です。

(注）２　平均月収額には期末・勤勉手当等を含んでいます。

 ③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当 イ 退職手当（平成２３年４月１日現在）

(支給率)

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2％～20％)

1人当たり平均支給額

(注)　(　)内は再任用職員に係る

　　支給割合です。

59.28月分

　　20年度～21年度に退職した職員に支給さ

　　れた平均額です。

25,017 千円 職制上の段階、職務の級等による

(加算措置の状況)

 2.60 月分

(注)　退職手当の１人当たりの平均支給額は、

月分

( － ) 月分

区 分

串 本 町

( － ) 月分

44.2歳 

1.35

1,346 千円 

(22年度支給割合)

期末手当 勤勉手当

加算措置

区 分 実 質 収 支

22 年 度

職員給与費比率

Ｂ／Ａ

千円 千円

給 与 費

計区 分

人 千円

7,975 

給 料

Ａ

職 員 数

489,995円 

基 本 給

千円 千円

職 員 手 当

12 45,708 

Ｂ／Ａ

給 与 費期末・

勤勉手当 Ｂ

16,779 70,462 

23.50月分

5,872 

平 均 月 収 額

串 本 町

362,100円 

336,517円 

59.28月分

串 本 町

535,892円 

59.28月分

勧奨･定年

33.50月分

47.50月分

30.55月分

41.34月分

自己都合

千円 千円

総 費 用 に 占 め る

Ａ

総 費 用 純 損 益 又 は

15,523 

職 員 給 与 費

千円

96,213 

Ｂ

491,127 
％

19.6　
％

19.3　

21年度の総費用に占

める職員給与費比率

(参考)

一 人 当 た り

・管理職加算 なし

・役職加算 5～10％

22 年 度

１人当たり平均支給額(22年度)

平 均 年 齢

市 町 村 平 均 45.6歳 
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ウ 地域手当（平成２３年４月１日現在）

千円

円

エ 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

支給実績(22年度決算) 千円

支給職員1人当たり平均支給年額(22年度決算) 円

職員全体に占める手当支給職員の割合(22年度) ％

手当の種類(手当数)

オ 時間外勤務手当（平成２３年４月１日現在）

支給実績(22年度決算)

支給職員1人当たり平均支給年額(22年度決算)

(注)　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ その他の手当（平成２３年４月１日現在）

2,589千円

(22年度決算)

240,791 円 

(22年度決算)

支 給 職 員 1 人
当 た り
平均支給年額

宿日直勤務を
した場合1回
4,200円

806千円

502千円 48,966 円 

管理職手当 給与月額に次に掲げる率を乗じて得た額
参事・課長相当職 100分の3(100分の6)、
主幹 100分の2(100分の4)、副課長相当職
100分の1(100分の2)
＊(　)は減額前の率です。

169,630 円 

993千円 81,026 円 

256,667 円 

2,067 千円 

国 の 制 度 支 給 実 績

250,544 円 

0

963千円

0

宿日直手当 1回につき 4,200円（ただし12月29日～1月3
日は1.5を乗じた額（6,300円)を支給）
医師　1回20,000円

異 な る

通 勤 手 当 通勤距離が片道2km以上の職員に支給。
・交通機関等利用者　運賃相当額(最高
55,000円)
・自動車等交通用具使用者　通勤距離に
応じた月額(2,000円～24,500円)を支給

同 じ

同 じ住 居 手 当 借家 最高27,000円

扶 養 手 当

国の制度

と の 異 同

0.0 ％ 

配偶者13,000円、配偶者以外の扶養親族
6,500円(そのうち1人については、配偶者が
いない場合11,000円）、満16歳から22歳ま
での子5,000円加算

同 じ

支 給 実 績 （ 平 成 22 年 度 決 算 ) 0
支 給 職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 22 年 度 決 算 ) 0

支 給 対 象 地 域 支 給 率 支 給 対 象 職 員 数

内 容

0.0 ％ 0 人 

手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価

　　－

と 異 な る

0
0

国の制度(支給率)
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